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１ 決算規模等 

 

(1) 決算規模 

○歳入総額は、４兆 8,870 億 27 百万円（前年度比 1,410 億１百万円・3.0％の増）、

歳出総額は、４兆 6,806 億 33 百万円（前年度比 1,511 億 63 百万円・3.3％の増）

で、歳入・歳出ともに前年度に引き続き増となった。 

（図表１）歳入・歳出決算規模の推移 
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（単位：百万円、％）

令和５年度 令和４年度 増 減 額 増 減 率

歳 入 総 額 A 4,887,027 4,746,026 141,001 3.0

歳 出 総 額 B 4,680,633 4,529,469 151,163 3.3

形 式 収 支
(A-B)

C 206,394 216,557 △ 10,163 △ 4.7

翌 年 度 に 繰 り
越 す べ き 財 源

D 40,946 34,164 6,783 19.9

実 質 収 支
(C-D)

E 165,448 182,393 △ 16,945 △ 9.3

単 年 度 収 支 F △ 16,945 △ 27,707 10,762 38.8

財 政 調 整 基 金
積 立 額

G 54,463 74,120 △ 19,656 △ 26.5

地 方 債
繰 上 償 還 額

H 0 0 0 －

財 政 調 整 基 金
取 崩 し 額

I 63,421 52,295 11,125 21.3

実質単 年度収支
(F+G+H-I)

J △ 25,903 △ 5,883 △ 20,020 △ 340.3

区 分

(2) 決算収支 

○形式収支は、2,063 億 94 百万円（前年度比 101 億 63 百万円・4.7％の減）、翌年

度に繰り越すべき財源を差し引いた実質収支は、1,654 億 48 百万円（前年度比 169

億 45 百万円・9.3％の減）となったものの、昭和 53 年度以降 46 年連続して全区

が黒字となった。 

○単年度収支は、169 億 45 百万円の赤字（前年度比 107 億 62 百万円・38.8％の

増）となった。 

○財政調整基金の積立額は、544 億 63 百万円（前年度比 196 億 56 百万円・26.5％の

減）となる一方、財政調整基金の取崩しは、18 区で行っており、634 億 21 百万円

（前年度比 111 億 25 百万円・21.3％の増）となった。 

○積立金取崩し額等を考慮した実質単年度収支は、259 億３百万円の赤字（前年度

比 200 億 20 百万円・340.3％の減）となった。 

（図表２）決算収支の状況 
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令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

4,071,061 5,191,559 4,713,565 4,746,026 4,887,027

4.8 27.5 △ 9.2 0.7 3.0

3,916,272 4,991,441 4,467,492 4,529,469 4,680,633

4.6 27.5 △ 10.5 1.4 3.3

154,789 200,118 246,073 216,557 206,394

130,114 165,366 210,100 182,393 165,448

8,021 35,252 44,733 △ 27,707 △ 16,945

24,667 26,220 59,223 △ 5,883 △ 25,903

（単位：百万円、％）

区 分

実 質 収 支

単 年 度 収 支

歳 入 総 額

実 質 単 年 度 収 支

形 式 収 支

増 減 率

増 減 率

歳 出 総 額

（図表３）決算収支の推移 
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　（単位：百万円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

4,887,027 100.0 4,746,026 100.0 141,001 3.0

2,798,621 57.3 2,705,498 57.0 93,123 3.4

特 別 区 税 1,236,906 25.3 1,206,302 25.4 30,604 2.5

う ち 特 別 区 民 税 1,149,672 23.5 1,121,962 23.6 27,710 2.5

地 方 譲 与 税 15,590 0.3 15,305 0.3 285 1.9

各 種 交 付 金 329,741 6.7 315,907 6.7 13,834 4.4

地 方 特 例 交 付 金 等 5,985 0.1 6,718 0.1 △ 732 △ 10.9

特 別 区 財 政調 整交 付金 1,209,549 24.8 1,160,370 24.4 49,178 4.2

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 849 0.0 896 0.0 △ 47 △ 5.2

2,088,406 42.7 2,040,528 43.0 47,878 2.3

分 担 金 及 び 負 担 金 35,417 0.7 35,826 0.8 △ 409 △ 1.1

使 用 料 ・ 手 数 料 108,055 2.2 108,123 2.3 △ 68 △ 0.1

国 庫 支 出 金 823,689 16.9 978,395 20.6 △ 154,706 △ 15.8

都 支 出 金 513,062 10.5 411,412 8.7 101,650 24.7

財 産 収 入 35,789 0.7 25,678 0.5 10,110 39.4

寄 附 金 9,998 0.2 8,116 0.2 1,882 23.2

繰 入 金 189,187 3.9 140,298 3.0 48,889 34.8

繰 越 金 187,459 3.8 217,503 4.6 △ 30,044 △ 13.8

諸 収 入 85,661 1.8 83,957 1.8 1,704 2.0

特 別 区 債 100,089 2.0 31,220 0.7 68,869 220.6

一 般 財 源

特 定 財 源

歳 入 総 額

対前年度比較
区 分

令和４年度令和５年度

２ 歳 入 

○歳入総額は、４兆 8,870 億 27 百万円（前年度比 1,410 億１百万円・3.0％の増）と

なった。 

〇特別区税や特別区財政調整交付金の増加などにより一般財源が増となったことに

加え、都支出金の増加などにより特定財源も増となった結果、全体として増加し

た。 

（図表４）歳入決算額（前年度比較） 
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決算額 構成比 徴収率 決算額 構成比 徴収率 増減額 増減率

特 別 区 民 税 1,149,672 92.9 98.0 1,121,962 93.0 98.0 27,710 2.5

軽 自 動 車 税 4,648 0.4 94.8 4,578 0.4 94.3 70 1.5

特 別 区 た ば こ 税 81,867 6.6 100.0 79,168 6.6 100.0 2,699 3.4

鉱 産 税 0 0.0 － 0 0.0 － 0 －

入 湯 税 432 0.0 100.0 332 0.0 100.0 100 30.3

法 定 外 普 通 税 287 0.0 100.0 262 0.0 100.0 25 9.4

合 計 1,236,906 100.0 98.1 1,206,302 100.0 98.1 30,604 2.5

（単位：百万円、％）

区　分
令和５年度 令和４年度 対前年度比較

 (1) 一般財源 

○一般財源は、２兆 7,986 億 21 百万円（前年度比 931 億 23 百万円・3.4％の増）と

なり、歳入に占める割合は 57.3％となった。 

① 特別区税 

○特別区税は、１兆 2,369 億６百万円（前年度比 306 億４百万円・2.5％の増）とな

り、歳入に占める割合は 25.3％となった。 

○このうち、特別区税の約９割を占める特別区民税は、雇用・所得環境の改善など

により、１兆 1,496 億 72 百万円（前年度比 277 億 10 百万円・2.5％の増）となっ

た。 

○なお、特別区民税の徴収率は、現年課税分が 99.1％（前年度比 0.2 ポイントの

増）、滞納繰越分が 40.3％（前年度比 2.2 ポイントの減）となり、全体としては

98.0％（前年度同）となった。 

○特別区たばこ税は、818 億 67 百万円（前年度比 26 億 99 百万円・3.4％の増）と

なった。 

○軽自動車税は、46 億 48 百万円（前年度比 70百万円・1.5％の増）となった。 

（図表５）特別区税の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

② 地方譲与税、各種交付金 

○地方譲与税は、155 億 90 百万円（前年度比２億 85 百万円・1.9％の増）となった。 

○地方特例交付金等は、59 億 85 百万円（前年度比 7 億 32 百万円・10.9％の減）と

なった。 

○各種交付金は、3,297 億 41 百万円（前年度比 138 億 34 百万円・4.4％の増）とな

った。これは、配当割交付金が、好調な企業実績を受け 245 億 50 百万円（前年度

比 36 億 83 百万円・17.7％の増）となったことに加え、株式等譲渡所得割交付金

が、日経平均株価が好調に推移したことにより 264 億 14 百万円（前年度比 103 億

46 百万円・64.4％の増）となったことなどによる。 
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（単位：百万円、％）

令和５年度 令和４年度 増減額 増減率

2,137,617 2,072,274 65,343 3.2

固 定 資 産 税 1,424,093 1,370,104 53,989 3.9

市 町 村 民 税 （ 法 人 分 ） 623,044 613,183 9,860 1.6

特 別 土 地 保 有 税 10 10 0 0.0

法 人 事 業 税 交 付 対 象 額 90,345 88,974 1,371 1.5

固定資産税減収補塡特別交付金 126 3 123 4,087.0

※各年度の値は、再調整後の数値である。

内
　
　
訳

区　　　　　　　分

調 整 税 等

③ 特別区財政調整交付金 

○特別区財政調整交付金は、固定資産税及び市町村民税法人分の増収などにより、

１兆 2,095 億 49 百万円（前年度比 491 億 78 百万円・4.2％の増）となった。 

○また、特別区財政調整交付金の財源である調整税等は、２兆 1,376 億 17 百万円

（前年度比 653 億 43 百万円・3.2％の増）となった。 

〇このうち、固定資産税は、１兆 4,240 億 93 百万円（前年度比 539 億 89 百万円・

3.9％の増）、市町村民税法人分は、6,230 億 44 百万円（前年度比 98 億 60 百万

円・1.6％の増）となった。 

 

（図表６）調整税等の状況 
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 (2) 特定財源 

○特定財源は、２兆 884 億６百万円（前年度比 478 億 78 百万円・2.3％の増）とな

り、歳入に占める割合は 42.7％となった。 

① 国庫支出金 

○国庫支出金は、8,236 億 89 百万円（前年度比 1,547 億６百万円・15.8％の減）と

なった。これは、新型コロナウイルス感染症対策に係る給付事業の減少などによ

る。 

② 都支出金 

○都支出金は、5,130 億 62 百万円（前年度比 1,016 億 50 百万円・24.7％の増）と

なった。これは、地方創生臨時交付金の増加などによる。 

③ 繰入金 

○繰入金は、1,891 億 87 百万円（前年度比 488 億 89 百万円・34.8％の増）となっ

た。これは、特定目的基金や財政調整基金からの繰入金の増加などによる。 

④ 特別区債 

○特別区債は、1,000 億 89 百万円（前年度比 688 億 69 百万円・220.6％の増）とな

った。これは、公共用地先行取得等事業債や学校教育施設等整備事業債の増加な

どによる。 

○令和５年度の特別区の起債依存度（歳入総額に占める地方債発行額の割合）は

2.0％で、前年度比 1.3 ポイントの増となった。 

⑤ その他の収入 

○財産収入は、357 億 89 百万円（前年度比 101 億 10 百万円・39.4％の増）となっ

た。これは、土地売払収入が増加したことなどによる。 
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　 （ 単位： 百万円、 ％）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

4, 680, 633 100. 0 4, 529, 469 100. 0 151, 163 3. 3

2, 150, 080 45. 9 2, 097, 937 46. 3 52, 143 2. 5

605, 075 12. 9 622, 478 13. 7 △ 17, 404 △ 2. 8

394, 266 8. 4 390, 340 8. 6 3, 925 1. 0

18, 303 0. 4 45, 188 1. 0 △ 26, 886 △ 59. 5

1, 485, 636 31. 7 1, 422, 479 31. 4 63, 157 4. 4

59, 369 1. 3 52, 980 1. 2 6, 389 12. 1

611, 740 13. 1 475, 255 10. 5 136, 485 28. 7

611, 740 13. 1 475, 255 10. 5 136, 485 28. 7

78, 969 1. 7 44, 136 1. 0 34, 833 78. 9

160, 866 3. 4 140, 942 3. 1 19, 924 14. 1

450, 874 9. 6 334, 313 7. 4 116, 561 34. 9

0 0. 0 0 0. 0 0 -

1, 918, 813 41. 0 1, 956, 277 43. 2 △ 37, 464 △ 1. 9

860, 845 18. 4 909, 477 20. 1 △ 48, 632 △ 5. 3

39, 085 0. 8 36, 283 0. 8 2, 802 7. 7

344, 987 7. 4 336, 793 7. 4 8, 193 2. 4

284, 271 6. 1 320, 184 7. 1 △ 35, 913 △ 11. 2

211 0. 0 350 0. 0 △ 139 △ 39. 6

20, 873 0. 4 24, 305 0. 5 △ 3, 432 △ 14. 1

368, 541 7. 9 328, 886 7. 3 39, 655 12. 1繰 出 金

※「 普通建設事業費」 の「 補助事業費」 は、 補助事業費、 国直轄事業負担金及び受託事業費のう ち 補助事業費の合算額

　 と し 、 「 単独事業費」 はこ れ以外の普通建設事業費と する 。

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

う ち 用 地 取 得 費

単 独 事 業 費

積 立 金

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

う ち 職 員 給

う ち 退 職 金

投 資 的 経 費

公 債 費

扶 助 費

人 件 費

対 前 年 度 比 較

歳 出 総 額

区 分
令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度

そ の 他 の 経 費

補 助 事 業 費

義 務 的 経 費

３  歳 出 

○歳出総額は、 ４ 兆 6, 806 億 33 百万円（ 前年度比 1, 511 億 63 百万円・ 3. 3％の増）

と なった。  

〇物件費や積立金などが減少し たも のの、扶助費など の義務的経費や普通建設事業費

など が増加し た結果、 全体と し て増加し た。  

 

＜性質別歳出＞ 

○性質別に分類し た歳出決算額の概要は、 次のと おり である 。  

（ 図表７ ） 性質別歳出の決算額（ 前年度比較）  
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対前年度
増減率

対前年度
増減率

対前年度
増減率

対前年度
増減率

対前年度
増減率

対前年度
増減率

世帯 ％ 人 ％ ‰ 世帯 ％ 人 ％ ‰ 世帯 ％ 人 ％ ‰

特別区 172,240 △ 0.3 205,734 △ 1.1 21.6 171,198 △ 0.6 203,105 △ 1.3 21.2 170,124 △ 0.6 200,597 △ 1.2 20.8

市（都内） 58,368 1.3 73,311 0.1 17.5 59,190 1.4 73,630 0.4 17.5 60,051 1.5 74,186 0.8 17.7

全国 1,641,509 0.3 2, 038, 555 △ 0.7 16.2 1,643,463 0.1 2, 024, 586 △ 0.7 16.2 1,650,478 0.4 2, 020, 577 △ 0.2 16.2

令和５年度

被保護世帯数 被保護人員

保護率保護率

令和３年度

被保護世帯数 被保護人員

令和４年度

被保護世帯数 被保護人員

保護率

（ 各年４ 月１ 日現在　 単位： 人、 ％）

令和２ 年 令和３ 年 令和４ 年 令和５ 年 令和６ 年

職員数 60,354 60,763 60,793 61,199 62,025

増減率 1.2 0.7 0.0 0.7 1.3

( 1)  義務的経費 

○義務的経費（ 人件費、 扶助費、 公債費） は、 ２ 兆 1, 500 億 80 百万円（ 前年度比 521

億 43 百万円・ 2. 5％の増） で、 歳出に占める 割合は 45. 9％と なった。  

① 人件費 

○人件費は、 6, 050 億 75 百万円（ 前年度比 174 億４ 百万円・ 2. 8％の減） と なった。  

 こ れは、 定年延長に伴う 退職金の減少など によ る 。  

（ 図表８ ） 普通会計職員数の推移 

 

 

 

 

② 扶助費 

○扶助費は、 １ 兆 4, 856 億 36 百万円（ 前年度比 631 億 57 百万円・ 4. 4％の増） と な

った。  

○内訳の前年度比増減は、 民生費が 722 億 34 百万円（ 5. 3％） の増、 衛生費が 64 億

33 百万円（ 26. 6％） の減、 教育費が 26 億 45 百万円（ 7. 9％） の減と なった。  

○民生費の増加要因と し ては、 原油・ 原材料価格・ 物価高騰等対策に係る 給付事業の増

加などによ る 社会福祉費の増などが挙げら れる。  

〇衛生費の減少要因と し ては、新型コ ロ ナウ イ ルス感染症対策関連経費の減少などが挙げ

ら れる 。  

○特別区における生活保護率は、全国・ 市（ 都内） と 比較し て、高い水準で推移し ている 。  

（ 図表９ ） 生活保護世帯数・ 人員の推移 

 

 

 

 

※保護率の算出は、 １ か月平均の被保護実人員を 毎年 10 月１ 日現在推計人口で除し たも の。  

（ 全国の被保護世帯数及び被保護人員は、「 厚生労働省： 被保護者調査」 よ り 、 都内の被保護世帯数及び被保護人員 

は「 東京都福祉局： 福祉・ 衛生行政統計」 よ り 。）  
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（単位：百万円、％）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

公債費 69,495 56,761 60,059 52,980 59,369

増減率 18.0 △ 18.3 5.8 △ 11.8 12.1

③ 公債費 

○公債費は、 地方債の繰上償還など によ り 、 593 億 69 百万円（ 前年度比 63 億 89 百

万円・ 12. 1％の増） と なった。  

（ 図表 10） 公債費の推移 
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( 2)  投資的経費 

○投資的経費は、6, 117 億 40 百万円（ 前年度比 1, 364 億 85 百万円・ 28. 7％の増） で、

歳出に占める 割合は 13. 1％と なった。  

〇災害復旧事業費は、 全区で計上さ れなかった。  

① 普通建設事業費 

○普通建設事業費は、6, 117 億 40 百万円（ 前年度比 1, 364 億 85 百万円・ 28. 7％の増）

と なった。  

○普通建設事業費の目的別内訳では、 総務関係が、 庁舎整備関連経費の増加など によ

り 、 前年度比 582 億 45 百万円（ 118. 4％） の増と なった。  

 

（ 図表 11） 普通建設事業費の目的別内訳 

　 （ 単位： 百万円、 ％）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

611,740 100.0 475,255 100.0 136,485 28.7

総 務 関 係 107,422 17.6 49,177 10.3 58,245 118.4

民 生 関 係 50,034 8.2 50,764 10.7 △ 731 △ 1.4

土 木 関 係 247,538 40.5 198,193 41.7 49,345 24.9

教 育 関 係 180,784 29.6 149,381 31.4 31,403 21.0

そ の 他 25,962 4.2 27,740 5.8 △ 1,778 △ 6.4

区 分

普 通 建 設 事 業 費

対前年度比較令和５年度 令和４年度

 

 

○普通建設事業費のう ち用地取得費は、789 億 69 百万円（ 前年度比 348 億 33 百万円・

78. 9％の増） と なった。  

○用地取得費の状況について、 総務関係は、 公共用地の先行取得など によ り 、 前年度

比 287 億 93 百万円（ 644. 1％） の増と なった。  

〇民生関係は、 高齢者福祉施設の整備に係る 用地取得の減少など によ り 、 前年度比

32 億 67 百万円（ 90. 3％） の減と なった。  
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（ 単位： 百万円、 ％）

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増 減 率

総務関係 33,263 42.1 4,470 10.1 28,793 644.1

う ち庁舎 0 0.0 3,732 8.5 △ 3,732 皆減

民生関係 350 0.4 3,617 8.2 △ 3,267 △ 90.3

社会福祉施設 1 0.0 343 0.8 △ 342 △ 99.7

その他 349 0.4 3,274 7.4 △ 2,925 △ 89.3

衛生関係 606 0.8 0 0.0 606 皆増

清掃施設 0 0.0 0 0.0 0 －

その他 606 0.8 0 0.0 606 皆増

土木関係 41,170 52.1 30,805 69.8 10,365 33.6

道路橋り ょ う 1,426 1.8 1,474 3.3 △ 48 △ 3.3

都市計画 39,541 50.1 28,849 65.4 10,692 37.1

う ち街路 14,255 18.1 13,356 30.3 899 6.7

う ち区画整理 4,039 5.1 2,433 5.5 1,606 66.0

う ち公園 18,635 23.6 11,459 26.0 7,176 62.6

公営住宅 193 0.2 229 0.5 △ 36 △ 15.7

その他 11 0.0 252 0.6 △ 241 △ 95.6

教育関係 1,091 1.4 2,211 5.0 △ 1,120 △ 50.7

小学校 909 1.2 1,026 2.3 △ 117 △ 11.4

中学校 168 0.2 20 0.0 148 740.0

高等学校 0 0.0 0 0.0 0 －

社会教育施設 0 0.0 1,165 2.6 △ 1,165 皆減

社会体育施設 0 0.0 0 0.0 0 －

その他 0 0.0 0 0.0 0 －

その他 2,488 3.2 3,033 6.9 △ 545 △ 18.0

合計 78,969 100.0 44,136 100.0 34,833 78.9

※「 幼稚園」 は教育関係の「 その他」 に含む。

区 分
令和５年度 令和４年度 対前年度比較

（ 図表 12） 用地取得費の状況 
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区 分 令和５ 年度 令和４ 年度 増減額 増減率

財 政 調 整 基 金 54,463 74,120 △19,656 △26.5

減 債 基 金 2,339 1,166 1,173 100.6

そ の 他 特定 目的 基金 227,469 244,898 △17,429 △7.1

合 計 284,271 320,184 △35,913 △11.2

（ 単位： 百万円、 ％）

( 3)  その他の経費 

○その他の経費は、 １ 兆 9, 188 億 13 百万円（ 前年度比 374 億 64 百万円・ 1. 9％の減）

で、 歳出に占める 割合は 41. 0％と なった。 主な内訳は以下のと おり である 。  

① 物件費 

○物件費は、 8, 608 億 45 百万円（ 前年度比 486 億 32 百万円・ 5. 3％の減） と なった。

こ れは、新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症ワ ク チン接種事業などの臨時的事業の減少など

によ る 。  

② 維持補修費 

○維持補修費は、 390 億 85 百万円（ 前年度比 28 億２ 百万円・ 7. 7％の増） と なった。

こ れは、 学校や道路等の公共施設の維持補修費が増加し たこ と など によ る 。  

③ 補助費等 

○補助費等は、3, 449 億 87 百万円（ 前年度比 81 億 93 百万円・ 2. 4％の増） と なった。

こ れは、 給食費無償化に係る 補助事業が増加し たこ と などによ る 。  

④ 積立金 

○積立金は、2, 842 億 71 百万円（ 前年度比 359 億 13 百万円・ 11. 2％の減） と なった。

こ れは、 財政調整基金及びその他特定目的基金への積立額の減少など によ る 。  

（ 図表 13） 積立金の内訳 

 

 

 

 

⑤ 貸付金 

○貸付金は、 208 億 73 百万円（ 前年度比 34 億 32 百万円・ 14. 1％の減） と なった。

こ れは、 土地開発公社への貸付金が減少し たこ と など によ る 。  

⑥ 繰出金 

○繰出金は、3, 685 億 41 百万円（ 前年度比 396 億 55 百万円・ 12. 1％の増） と なった。  
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　 　 （ 単位： 百万円、 ％）

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増 減 率

4, 680, 633 100. 0 4, 529, 469 100. 0 151, 163 3. 3

議 会 費 17, 851 0. 4 17, 419 0. 4 432 2. 5

総 務 費 616, 478 13. 2 569, 798 12. 6 46, 679 8. 2

民 生 費 2, 377, 171 50. 8 2, 281, 350 50. 4 95, 821 4. 2

衛 生 費 379, 104 8. 1 460, 746 10. 2 △ 81, 642 △ 17. 7

労 働 費 6, 531 0. 1 6, 618 0. 1 △ 87 △ 1. 3

農 林 水 産 業 費 2, 794 0. 1 3, 721 0. 1 △ 926 △ 24. 9

商 工 費 80, 210 1. 7 78, 929 1. 7 1, 281 1. 6

土 木 費 434, 785 9. 3 372, 774 8. 2 62, 010 16. 6

消 防 費 37, 241 0. 8 36, 245 0. 8 996 2. 7

教 育 費 668, 600 14. 3 648, 453 14. 3 20, 147 3. 1

災 害 復 旧 費 0 0. 0 0 0. 0 0 -

公 債 費 59, 762 1. 3 53, 004 1. 2 6, 758 12. 8

諸 支 出 金 105 0. 0 413 0. 0 △ 308 △ 74. 5

前年度繰上充用金 0 0. 0 0 0. 0 0 -

対 前 年 度 比 較

歳 出 総 額

区 分

令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度

＜目的別歳出＞ 

○歳出に占める 割合を目的別に見る と 、 高い順に民生費（ 50. 8％）、 教育費（ 14. 3％）

総務費（ 13. 2％）、 土木費（ 9. 3％）、 衛生費（ 8. 1％） と なっ た。  

○こ の中で、 民生費については、 昭和 51 年度以降 48 年連続で目的別歳出の構成比

で第１ 位と なっ ている 。  

 

（ 図表 14）  目的別歳出の決算額（ 前年度比較）  
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( 1)  民生費 

○社会福祉費の増加など によ り 、前年度比 958 億 21 百万円（ 4. 2％） の増と なっ た。  

 

( 2)  教育費 

○学校給食費の増加などによ り 、 前年度比 201 億 47 百万円（ 3. 1％） の増と なった。 

 

( 3)  総務費 

○情報シス テム 関連経費や庁舎整備関連経費の増加など によ り 、 前年度比 466 億 79

百万円（ 8. 2％） の増と なった。  

 

( 4)  土木費 

○市街地再開発事業の推進など によ り 、 前年度比 620 億 10 百万円（ 16. 6％） の増と

なった。  

 

( 5)  衛生費 

○新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症対策関連経費の減少など によ り 、 前年度比 816 億 42 百

万円（ 17. 7％） の減と なった。  

 

( 6)  公債費 

〇地方債の繰上償還などによ り 、 前年度比 67 億 58 百万円（ 12. 8％） の増と なった。 
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（単位：％）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

5.1 7.2 10.4 8.6 7.2

11.1 6.6 8.2 7.1 6.7

5.2 6.1 8.3 7.4 －

1.3 1.6 2.3 2.1 －

※特別区、市（都内）、全国都市及び政令指定都市は加重平均の値である。

市 ( 都 内 )

特 別 区

東 京 都

6.27.05.4

全 国 都 市

7.2

政令指定 都市

8.6

４ 財政指標等 

 

(1) 実質収支比率 

○実質収支比率は、特別区の標準財政規模（都区財政調整における数値を基に算定し

たもの）に対する実質収支額の割合である。 

○令和５年度は 6.2％となり、前年度の 7.2％から 1.0 ポイントの減となった。 

○分母の標準財政規模は、２兆 6,901 億 86 百万円（前年度比 1,523 億 51 百万円・

6.0％の増）、分子の実質収支額は 1,654 億 48 百万円（前年度比 169 億 45 百万円・

9.3％の減）となった。 

○実質収支比率を区別に見ると、最も高い区で 16.3％、最も低い区で 1.5％となった。

なお、５％未満が９区、５％以上 10％未満が 11区、10％以上が３区となった。 

 

（参 考） 

  

 

（図表 15）実質収支比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実質収支

標準財政規模
〇　実質収支比率（％）  ＝ 　×　100
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（単位：％）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

市 ( 都 内 ) 92.1 90.6 87.8 89.2 90.2

東 京 都 74.4 84.9 77.8 79.5 81.3

全 国 都 市 93.0 92.4 88.3 91.7 －

政令指定都市 97.3 97.3 92.7 96.1 －

※特別区、市（都内）、全国都市及び政令指定都市は加重平均の値である。

※（　）内は、減収補塡債（特例分）、猶予特例債（令和２年度及び令和３年度のみ発行可能）及び臨時財政対策債を

　　分母から除いた率であり、減収補塡債（特例分）の発行がある令和２年度のみ（　）書きとしている。

             81.9
            (81.9)

78.6 76.579.2 76.7特 別 区

(2) 経常収支比率 

○経常収支比率は、経常経費に経常一般財源等がどの程度充てられたかを見ることで

財政構造の弾力性を測るための指標である。 

○令和５年度は 76.5％となり、前年度の 76.7％から 0.2 ポイントの減となった。 

○これは、分子である経常経費充当一般財源等が、物件費などが増加したことにより

２兆 1,480 億 12 百万円（前年度比 649 億 61 百万円・3.1％の増）となったものの、

分母である経常一般財源等が、特別区税や特別区財政調整交付金などが増加したこ

とにより２兆 8,076 億 13 百万円（前年度比 919 億 50 百万円・3.4％の増）となっ

たことによる。 

○経常収支比率を区別に見ると、最も高い区は 82.7％で、80％未満の区が 17 区、80％

以上 90％未満の区が６区となった。 

 

（参 考） 

   ※猶予特例債は令和２年度及び令和３年度のみ発行可能 

（図表 16）経常収支比率の推移 

 

 

 

 

 

経常経費充当一般財源等

経常一般財源等＋減収補塡債（特例分）＋猶予特例債＋臨時財政対策債
〇　経常収支比率（％）  ＝ ×　100
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（単位：％）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

△ 3.5 △ 3.4 △ 3.3 △ 3.1 △ 2.6

0.8 0.8 0.9 1.1 1.2

1.5 1.4 1.5 1.2 1.3

6.5 6.3 6.2 6.2 －

7.3 7.3 7.1 6.8 －

※特別区、市（都内）、全国都市及び政令指定都市は加重平均の値である。

東 京 都

全 国 都 市

政令指定 都市

特 別 区

市 ( 都 内 )

(3) 実質公債費比率 

○標準財政規模等に対する実質的な公債費に費やした一般財源の割合の、過去３

か年の平均値を実質公債費比率という。 

○令和５年度は△2.6％となり、前年度の△3.1％から 0.5 ポイントの増となった。

これは、分子である準元利償還金の増などによる。 

 

（参考） 

 

〇 

 

        

（図表 17）実質公債費比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

実質公債費比率 

（３か年平均） 

(地方債の元利償還金＋準元利償還金)－ 

  (特定財源＋元利償還金･準元利償還金に係る基準財政需要額算入額) 

標準財政規模－(元利償還金･準元利償還金に係る基準財政需要額算入額) 

＝ 
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（単位：百万円、％）

決 算 額 取 崩 し 額
歳 計 剰 余
金 処 分 に
よ る も の

財 政 調 整 基 金 54,463 63,421 29,098 0 826,177 20,140 2.5

減 債 基 金 2,339 3,818 0 0 46,140 △ 1,479 △ 3.1

そ の 他
特 定 目 的 基 金

227,469 112,048 0 0 1,740,234 115,421 7.1

合 計 284,271 179,287 29,098 0 2,612,551 134,081 5.4

年度末現在高

増　減　率

2,478,470

年度末現在高

増　減　額

令 和 ５ 年 度 末
現 在 高

47,619

1,624,814

令和４年度末
現 在 高

令和５年度

調整額区 分

806,037

(4) 積立金現在高 

○財政調整基金、減債基金及びその他特定目的基金の合計は、２兆 6,125 億 51 百万

円（前年度比 1,340 億 81 百万円・5.4％の増）となり、11 年連続で増となった。 

○各基金の前年度比増減は、財政調整基金が 201 億 40 百万円（2.5％）の増、減債基

金が14億 79百万円（3.1％）の減、その他特定目的基金が1,154億 21百万円（7.1％）

の増となった。 

○積立金現在高を区別に見ると、最も多い区で 2,675 億 94 百万円、最も少ない区で

486 億 58 百万円となった。 

 

（図表 18）積立金の状況 
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（単位：百万円、％）

区 分 令和５年度 令和４年度 増減額 増減率

地 方 債 現 在 高 Ａ 485,733 442,165 43,568 9.9

債 務 負 担 行 為 翌 年 度
以降支出予定額 Ｂ

702,069 676,889 25,180 3.7

後 年 度 負 担 額
Ａ ＋ Ｂ

1,187,802 1,119,054 68,748 6.1

積 立 金 現 在 高 Ｃ 2,612,551 2,478,470 134,081 5.4

将来にわたる財政負担
Ａ ＋ Ｂ － Ｃ

△ 1,424,749 △ 1,359,416 △ 65,333 △ 4.8

標 準 財 政 規 模 Ｄ 2,690,186 2,537,835 152,351 6.0

後 年 度 負 担 額 の
標 準 財 政 規 模 比
( Ａ ＋ Ｂ )/ Ｄ × １ ０ ０

44.2 44.1

将来にわたる財政負担の
標 準 財 政 規 模 比
( Ａ ＋ Ｂ － Ｃ )/ Ｄ × １ ０ ０

△ 53.0 △ 53.6

(5) 将来にわたる財政負担 

○地方債現在高は、4,857 億 33 百万円（前年度比 435 億 68 百万円・9.9％の増）とな

った。これは、公共用地先行取得等事業債や学校教育施設等整備事業債の増加など

による。 

○債務負担行為の翌年度以降支出予定額は、7,020 億 69 百万円（前年度比 251 億 80 百

万円・3.7％の増）となった。これは、公共施設の整備や運営管理等に係る支出予定

額の増加などによる。 

○この結果、後年度負担額（地方債現在高と債務負担行為の翌年度以降支出予定額の

合計）は、1兆 1,878 億２百万円（前年度比 687 億 48 百万円・6.1％の増）となり、

積立金現在高を差し引いた将来にわたる実質的な財政負担は、△１兆 4,247 億

49 百万円（前年度比 653億 33 百万円・4.8％の減）となった。 

（図表 19）将来にわたる財政負担 
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